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(57)【要約】
【課題】所定の供給量の泡状定着液を接触付与手段に供
給できる。
【解決手段】液状定着液に気体を混合させて生成した泡
状定着液を媒体上の樹脂微粒子層に塗布する接触付与手
段の塗布ローラ４０のローラ面上に、泡状定着液供給手
段３９によって所望の膜厚に相当する所定の液量の泡状
定着液を付与しようとする定着装置であって、この泡状
定着液供給手段３９には無脈動ポンプの一つであるモー
ノポンプ４６が用いられている。このモーノポンプ４６
を用いることによって、圧力を加えずに泡状定着液を供
給口４７に至る流路内を破泡せずに搬送でき、所望の膜
厚に相当する所定の供給量の泡状定着液を塗布ローラ４
０のローラ面上に供給することができる。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂の少なくとも一部を溶解又は膨潤させることで樹脂を含有する微粒子を軟化させる
軟化剤を少なくとも含有した液状定着液に気体を混合させて生成した泡状定着液を媒体上
の樹脂微粒子層に塗布して、該樹脂微粒子層を媒体に定着する定着装置において、
　上記液状定着液を泡化する泡状定着液生成手段と、
　該泡状定着液生成手段によって生成された上記泡状定着液を所望の膜厚で上記媒体上の
樹脂微粒子層に付与する接触付与手段と、
　該接触付与手段に上記泡状定着液を供給する泡状定着液供給手段とを有し、
　上記泡状定着液供給手段は、上記泡状定着液を上記接触付与手段に供給する供給口と、
所望の膜厚に相当する所定の供給量の上記泡状定着液を上記供給口に無脈動で搬送する無
脈動定量搬送手段とを具備することを特徴とする定着装置。
【請求項２】
　請求項１記載の定着装置において、
　上記接触付与手段上の泡状定着液の膜厚を所望の膜厚に調整する厚み調整手段を有する
ことを特徴とする定着装置。
【請求項３】
　請求項１記載の定着装置において、
　上記無脈動定量搬送手段は、モーノポンプであることを特徴とする定着装置。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の定着装置において、
　上記泡状定着液供給手段を上記媒体の搬送方向に対して直交する方向に複数配列して設
け、上記各泡状定着液供給手段による上記泡状定着液の供給駆動を制御する駆動制御手段
を備えることを特徴とする定着装置。
【請求項５】
　請求項４記載の定着装置において、
　上記駆動制御手段は、選択的に泡状定着液を上記接触付与手段上に供給するように上記
各泡状定着液供給手段による上記泡状定着液の供給駆動を制御することを特徴とする定着
装置。
【請求項６】
　請求項５記載の定着装置において、
　上記駆動制御手段は、上記媒体の規格サイズに応じて泡状定着液を上記接触付与手段に
供給するように上記各泡状定着液供給手段による上記泡状定着液の供給駆動を制御するこ
とを特徴とする定着装置。
【請求項７】
　請求項５記載の定着装置において、
　上記駆動制御手段は、上記媒体上の樹脂微粒子による画像パターンに応じて泡状定着液
を上記接触付与手段に供給するように上記各泡状定着液供給手段による上記泡状定着液の
供給駆動を制御することを特徴とする定着装置。
【請求項８】
　樹脂含有微粒子が色剤を含有したトナーで静電記録プロセスを行い媒体上に未定着トナ
ー画像を形成する画像形成手段と、請求項１～７のいずれか１項に記載の定着装置により
上記未定着トナー画像を媒体に定着させる定着手段とを具備することを特徴とする画像形
成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、定着装置及び画像形成装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
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　プリンタ、ファクシミリ及び複写装置などのような画像形成装置は、紙、布、及びＯＨ
Ｐ用シートのような記録媒体に、画像情報に基づいて文字や記号を含む画像を形成する装
置である。特に、電子写真方式の画像形成装置は、普通紙に高精細な画像を高速で形成す
ることができるため、広くオフィスで使用されている。このような電子写真方式の画像形
成装置においては、記録媒体上のトナーを加熱して溶融させ、溶融したトナーを加圧する
ことによって、トナーを記録媒体上に定着させる熱定着方式が広く用いられている。この
熱定着方式は、高い定着速度及び高い定着画像品質等を提供することができるため、好適
に用いられている。
【０００３】
　このような熱定着方式では、画像形成装置全体の消費電力の約半分以上が定着部での加
熱処理のために消費される。よって、定着部での電力消費を抑えることが画像形成装置全
体の省エネ対策として有効である。従来、熱定着方式を採用しない定着方式も、種々提案
されている。その中には、トナーを溶解又は膨潤させる定着液を用いて定着処理を行う湿
式定着方式が知られている。この湿式定着方式においては、上記熱定着方式のような大量
の電力消費を伴う加熱処理が不要となるため、省エネ対策として非常に優れた定着方式で
あると言える。この湿式定着方法としては特許文献１に記載のものが知られている。この
特許文献１の湿式定着方法は、未定着のトナーが所定位置に配設された被定着物の表面に
、未定着トナーを溶解または膨潤可能な液状の定着剤を噴霧または滴下してトナーを溶解
または膨潤させる定着方法である。
【０００４】
　また、この湿式定着方法において液状定着液を未定着トナー層に塗布する構成の一例に
ついて図面を用いて説明すると、図１２の（ａ），（ｂ）に示すように、液状定着液を未
定着トナー層に塗布する構成の一例として塗布ローラ２０１を用いている。そして、この
塗布ローラ２０１に液状定着液を付与し、塗布ローラ２０１上の液状定着液を記録媒体２
０２上の未定着トナー層２０３へ塗布する。液状定着液を記録媒体２０２に微量塗布する
ために塗布ローラ２０１上の定着液層２０４の厚みが未定着トナー層２０３よりも薄い場
合には、塗布ローラ２０１が記録媒体２０２から分離する位置で、定着液が未定着トナー
層の層間を通って記録媒体２０２と接する未定着トナーまで到達しきれない。そのため全
ての未定着トナーが溶解又は膨潤できずに完全に定着できた状態とならない。その結果、
塗布ローラ２０１の表面の液状定着液の液膜によって生じる表面張力で未定着トナー粒子
が引っ張られてしまい塗布ローラ２０１の表面にトナー粒子がオフセットする。その結果
、記録媒体２０２上の画像が大幅に乱れてしまう。
【０００５】
　逆に、図１３に示すように、塗布ローラ２０１上の定着液層２０４の厚みが未定着トナ
ー層２０３よりも十分厚い場合、塗布ローラ２０１が記録媒体２０２から分離する位置で
、液量が多いため塗布ローラ２０１の表面の液膜による表面張力が直接トナー粒子に作用
しにくくなる。その結果塗布ローラ側にトナーはオフセットしない。しかし、記録媒体２
０２の表面に多量の液状定着液が塗布されるため、トナー粒子が過剰な定着液により記録
媒体２０２上で流され画質劣化を生じたり、乾燥時間が長くなり定着応答性に問題が生じ
てしまう。また、記録媒体に著しい残液感（紙を手で触れたときの湿った感触）が発生す
る。更に、液状定着液が水を含有する場合、紙等のセルロースを含有する媒体への塗布量
が多い場合、紙等の媒体が著しくカールし、画像形成装置などにおける装置内の紙等の媒
体搬送時に紙ジャム発生の恐れがある。このように、上記特許文献１の液状定着液で定着
を行う場合、トナーオフセット防止のためにはトナー層厚より厚い定着液の塗布が必要で
ある。一方、定着応答性向上や残液感低減やカール防止ためにはトナー層への定着液の微
量塗布が必要である。このように液状定着液の塗布に伴う各課題を共に解決することは極
めて難しい。
【０００６】
　このような液状定着液を用いた湿式定着方法の上記各課題を共に解決するために、液状
定着液を泡状にした泡状定着液を用いた定着方法が従来より提案されている。この泡状定
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着液を用いた定着方法として、特許文献２に記載のものが知られている。この特許文献２
の定着方法によれば、泡状定着液生成手段によって液状定着液に気体を混合させてかさ密
度を小さくした泡状定着液を生成する。そして、泡状定着液生成手段によって生成された
泡状定着液を接触付与手段の塗布面上に供給する泡状定着液供給手段は、泡状定着液を吐
出する供給口を備えており、この供給口には泡状定着液の吐出を制御する弁が設けられて
いる。そして、この供給口の弁を開いた状態にし上記供給口から吐出された泡状定着液は
接触付与手段の塗布面上に直接に付与される。そして、上記接触付与手段が媒体に当接す
ることで、上記接触付与手段の塗布面に付与されている泡状定着液は所望の膜厚で媒体上
の樹脂微粒子に塗布される。泡状定着液を塗布された樹脂微粒子は溶解又は膨潤して媒体
に定着する。これにより、樹脂微粒子の泡状定着液付与手段へのオフセット付着を防止す
ると共に、定着応答性向上、残液感低減やカール防止を実現している。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記特許文献２における泡状定着液供給のＯＮ／ＯＦＦの切替え動作は
、上述したように上記供給口の弁を開閉することで行われている。上記供給口の弁を開い
たＯＮ時の供給量を所定の量に制御することは内圧に依存するため極めて難しい。内圧に
変化が生じたとき上記供給口からの供給量が変化する。特に、弁を閉じたまま長い時間が
経過すると内圧が高くなる方向に働く。内圧が高くなった状態で弁を開けたときの供給量
は一気に増加する。このように圧力変動を伴うような液供給機構では、所望の膜厚に相当
する所定の供給量の泡状定着液を上記接触付与手段に供給することは非常に困難となる。
【０００８】
　また、上記特許文献２では上述のように上記供給口の弁の開閉によって泡状定着液の供
給を行っていることから、上記泡状定着液供給手段における供給口までの泡状定着液の流
路内には泡を押し出しながら搬送するため圧力がかけられている。例えば圧力ポンプによ
る圧力が流路内の泡状定着液の塊全体に加えられる。これにより、泡状定着液が流路内を
移送して上記供給口から吐出する。このとき、上記圧力が泡状定着液の泡の全面に加わる
ことになる。そして、泡の粘性によっては上記圧力に対して泡の状態を保つことができな
くなり破泡しまう虞がある。このため、上記供給口から吐出する泡状定着液の供給量が破
泡した液量分減少するため、所望の膜厚に相当する所定の供給量の泡状定着液を上記接触
付与手段に供給することができないという課題があった。
【０００９】
　本発明は以上の問題点に鑑みなされたものであり、その目的は、所定の供給量の泡状定
着液を接触付与手段に供給できる定着装置及び画像形成装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的を達成するために、請求項１の発明は、樹脂の少なくとも一部を溶解又は膨潤
させることで樹脂を含有する微粒子を軟化させる軟化剤を少なくとも含有した液状定着液
に気体を混合させて生成した泡状定着液を媒体上の樹脂微粒子層に塗布して、該樹脂微粒
子層を媒体に定着する定着装置において、上記液状定着液を泡化する泡状定着液生成手段
と、該泡状定着液生成手段によって生成された上記泡状定着液を所望の膜厚で上記媒体上
の樹脂微粒子層に付与する接触付与手段と、該接触付与手段に上記泡状定着液を供給する
泡状定着液供給手段とを有し、上記泡状定着液供給手段は、上記泡状定着液を上記接触付
与手段に供給する供給口と、所望の膜厚に相当する所定の供給量の上記泡状定着液を上記
供給口に無脈動で搬送する無脈動定量搬送手段とを具備することを特徴とする定着装置で
ある。
　また、請求項２の発明は、請求項１記載の定着装置において、上記接触付与手段上の泡
状定着液の膜厚を所望の膜厚に調整する厚み調整手段を有することを特徴とするものであ
る。
　更に、請求項３の発明は、請求項１記載の定着装置において、上記無脈動定量搬送手段
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は、モーノポンプであることを特徴とするものである。
　また、請求項４の発明は、請求項１～３のいずれか１項に記載の定着装置において、上
記泡状定着液供給手段を上記媒体の搬送方向に対して直交する方向に複数配列して設け、
上記各泡状定着液供給手段による上記泡状定着液の供給駆動を制御する駆動制御手段を備
えることを特徴とするものである。
　更に、請求項５の発明は、請求項４記載の定着装置において、上記駆動制御手段は、選
択的に泡状定着液を上記接触付与手段上に供給するように上記各泡状定着液供給手段によ
る上記泡状定着液の供給駆動を制御することを特徴とするものである。
　また、請求項６の発明は、請求項５記載の定着装置において、上記駆動制御手段は、上
記媒体の規格サイズに応じて泡状定着液を上記接触付与手段に供給するように上記各泡状
定着液供給手段による上記泡状定着液の供給駆動を制御することを特徴とするものである
。
　更に、請求項７の発明は、請求項５記載の定着装置において、上記駆動制御手段は、上
記媒体上の樹脂微粒子による画像パターンに応じて泡状定着液を上記接触付与手段に供給
するように上記各泡状定着液供給手段による上記泡状定着液の供給駆動を制御することを
特徴とするものである。
　また、請求項８の発明は、樹脂含有微粒子が色剤を含有したトナーで静電記録プロセス
を行い媒体上に未定着トナー画像を形成する画像形成手段と、請求項１～７のいずれか１
項に記載の定着装置により上記未定着トナー画像を媒体に定着させる定着手段とを具備す
ることを特徴とする画像形成装置である。
【００１１】
　本発明においては、泡状定着液生成手段によって液状定着液が泡化されて泡状定着液が
生成される。そして、泡状定着液供給手段の無脈動定量搬送手段によって所望の膜厚に相
当する所定の供給量の泡状定着液が供給口から接触付与手段に供給される。泡状定着液供
給手段に備わっている無脈動定量搬送手段は、供給口に連通する流路内に圧力を加えずに
無脈動で所定の供給量の泡状定着液が搬送可能である。このため、泡状定着液には泡の状
態を維持でき泡状定着液は流路内で破泡することなく供給口まで搬送される。これにより
、供給口からの泡状定着液の供給量は減らないため所定の供給量の泡状定着液を接触付与
手段に供給することができる。
【発明の効果】
【００１２】
　以上、本発明によれば、所定の供給量の泡状定着液を接触付与手段に供給できるという
優れた効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本実施形態の画像形成装置の構成を示す概略構成図である。
【図２】泡状定着液を用いた定着のメカニズムを示す概略図である。
【図３】塗布時の泡状定着液の層構成例を示す概略図である。
【図４】泡状定着液生成手段の構成を示す概略構成図である。
【図５】本実施形態の画像形成装置に搭載された定着装置の構成を示す概略図である。
【図６】泡状定着液供給手段の構成を示す概略正面図である。
【図７】泡状定着液供給手段の構成を示す斜視図である。
【図８】モーノポンプの構成を示す概略断面図である。
【図９】媒体上に塗布された泡状定着液の様子を示す概略平面図である。
【図１０】泡状定着液供給手段の別の構成を示す斜視図である。
【図１１】泡状定着液供給動作を示すフローチャートである。
【図１２】液状定着液の塗布時の様子を示す概略断面図である。
【図１３】液状定着液の塗布時の様子を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
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　以下、本発明を適用した画像形成装置の実施形態について説明する。
　図１は本実施形態の画像形成装置の構成を示す概略構成図である。同図に示す画像形成
装置は複写機又はプリンタ、それらの機能の複合機であってもよい。図１の（ａ）はカラ
ー電子写真のタンデム方式の画像形成装置全体の概略構成図であり、図１の（ｂ）は図１
の（ａ）の本実施形態の画像形成装置の１つの画像形成ユニットの構成を示す概略構成図
である。図１の（ａ），（ｂ）に示す本実施形態の画像形成装置１００はトナー像担持体
として中間転写ベルト１０１を有する。この中間転写ベルト１０１は、３つの支持ローラ
１０２～１０４に張架されており、図中の矢印Ａの方向に回転する。この中間転写ベルト
１０１に対しては、ブラック、イエロー、マゼンタ及びシアンの各画像形成ユニット１０
５～１０８が配列されている。これら画像形成ユニットの上方には、図示していない露光
装置が配置されている。例えば、画像形成装置が複写機である場合には、スキャナで原稿
の画像情報を読み込み、この画像情報に応じて、各感光体ドラム上に静電潜像を書き込む
ための各露光Ｌ１～Ｌ４が露光装置により照射される。中間転写ベルト１０１を挟んで中
間転写ベルト１０１の支持ローラ１０４に対向する位置には、二次転写装置１０９が設け
られている。二次転写装置１０９は、２つの支持ローラ１１０，１１１の間に張架された
二次転写ベルト１１２で構成されている。なお、二次転写装置１０９としては、転写ベル
ト以外に転写ローラを用いてもよい。また、中間転写ベルト１０１を挟んで中間転写ベル
ト１０１の支持ローラ１０２に対向する位置には、ベルトクリーニング装置１１３が配置
されている。ベルトクリーニング装置１１３は、中間転写ベルト１０１上に残留するトナ
ーを除去するために配置されている。
【００１５】
　また、図１の（ｂ）に示す画像形成ユニットについて説明すると、画像形成ユニット１
０５～１０８には、感光体ドラム１１６の周辺に、帯電装置１１７、露光装置（図示せず
）から照射された画像信号に応じたレーザ光Ｌ、現像装置１１８、クリーニング装置１１
９及び除電装置１２０が配置されている。また、中間転写ベルト１０１を介して、感光体
ドラム１１６に対向する位置に、一次転写装置１２１が設けられている。また、帯電装置
１１７は、帯電ローラを採用した接触帯電方式の帯電装置である。帯電装置１１７は、帯
電ローラを感光体ドラム１１６に接触させて、感光体ドラム１１６に電圧を印加すること
により、感光体ドラム１１６の表面を一様に帯電する。この帯電装置１１７としては、非
接触のスコロトロン等を採用した非接触帯電方式の帯電装置を採用することもできる。ま
た、現像装置１１８は、現像剤中のトナーを感光体ドラム１１６上の静電潜像に付着させ
、静電潜像を可視化させる。ここで、各色に対応するトナーは、それぞれの色に着色され
た樹脂材料からなり、これらの樹脂材料は本実施形態における泡状定着液により溶解又は
膨潤する材料である。
【００１６】
　更に、現像装置１１８は、図示しない攪拌部及び現像部を有し、現像に使用されなかっ
た現像剤は、攪拌部に戻され、再利用される。攪拌部におけるトナーの濃度は、トナー濃
度センサによって検出され、トナーの濃度が、一定であるように制御されている。更に、
一次転写装置１２１は、感光体ドラム１１６上で可視化されたトナーを中間転写ベルト１
０１に転写する。ここでは、一次転写装置１２１としては、転写ローラを採用しており、
転写ローラを、中間転写ベルト１０１を挟んで感光体ドラム１１６に押し当てている。一
次転写装置１２１としては、導電性ブラシ、非接触のコロナチャージャー等を採用するこ
ともできる。また、クリーニング装置１１９は、感光体ドラム１１６上の不要なトナーを
除去する。クリーニング装置１１９としては、感光体ドラム１１６に押し当てられる先端
を備えたブレードを用いることができる。ここで、クリーニング装置１１９によって回収
されたトナーは、図示しない回収スクリュー及びトナーリサイクル装置によって、現像装
置１１８に回収され、再利用される。更に、除電装置１２０は、ランプで構成されており
、光を照射して感光体ドラム１１６の表面電位を初期化する。
【００１７】
　そして、記録媒体としての記録紙１１４は、極性基生成部２によってコロナ放電処理を
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施された後一対の給紙ローラ１１５で二次転写部へ導かれ、トナー像が記録紙１１４に転
写される。その際に、二次転写ベルト１１２を中間転写ベルト１０１に押し当てることに
よって、トナー像の転写を行う。トナー像が転写された記録紙１１４は、二次転写ベルト
１１２によって本実施形態における定着装置１に搬送される。本実施形態の定着装置１に
おいて、記録紙１１４に転写された未定着のトナー像は、トナーに含まれる樹脂の少なく
とも一部を溶解又は膨潤させる軟化剤を含有した液状定着液から生成された泡状定着液に
よって表面活性化処理された記録紙１０４に定着される。
【００１８】
　次に、本実施形態の画像形成装置に搭載された定着装置に関して詳細に説明する。
　はじめに、泡状定着液を用いた定着方法の原理について概説すると、樹脂の少なくとも
一部を溶解又は膨潤させることで樹脂を含有する微粒子を軟化させる軟化剤を含有した泡
状定着液を、媒体上の樹脂微粒子に付与して媒体上の樹脂微粒子を軟化させ、該樹脂微粒
子を媒体に定着する定着方法である。言うまでもないことだが、ここで、表記している樹
脂微粒子とは、特に何であるかを限定はしないが、画像形成装置に適用した場合であれば
トナーのことを指す。
【００１９】
　そして、泡状定着液を用いた定着のメカニズムを以下に概説すると、図２に示すように
、後述する泡状定着液生成手段によって定着液を泡で構成された泡状定着液を用いている
ことで、定着液のカサ密度を低くできると共に塗布ローラ１１上の定着液層を厚くできる
。更には、定着液の表面張力による影響が抑えられるため、塗布ローラ１１への樹脂微粒
子のオフセットを防止できることがわかった。更に、樹脂微粒子の大きさが５［μｍ］～
１０［μｍ］程度の場合、微粒子層を乱すことなく泡状定着液１４を樹脂微粒子層１３に
付与するには、泡状定着液の泡径範囲が、５［μｍ］～５０［μｍ］程度が必要であるこ
とがわかった。なお、図３に示すように、気泡２２で構成された泡状定着液２０は、気泡
２２のそれぞれを区切る液膜境界（以下、プラトー境界と称す）２１から構成される。
【００２０】
　定着液は軟化剤を含有しており、この軟化剤は、一般的に消泡作用が強い。このため、
本実施形態の定着装置１のように、液状の定着液を泡状定着液として用いる場合、定着液
中の軟化剤の濃度が高いほど、定着液の起泡性及び泡沫安定性が悪くなり、起泡し難くな
ったり、泡状定着液が破泡し易くなったりするおそれがある。起泡し難いと嵩密度の低い
の泡状定着液を得ることが出来ず、所望の嵩密度の泡状定着液を得たとしても、泡状定着
液が破泡し易いと定着ニップで完全に破泡してしまい液状定着液を塗布する構成と同様の
問題が生じる。また、起泡剤としては、アニオン系界面活性剤が優れた起泡性と泡沫安定
性を実現することができ、起泡剤として優れている。アニオン系界面活性剤のなかでも、
脂肪酸塩は、最も泡沫安定性に優れ、定着液の起泡剤として最も適する。ここで、泡沫安
定性とは、泡状となった定着液が液状となり難い性質をいう。本実施形態の定着装置で未
定着トナーに付与する泡状定着液としては、泡の状態で１分間放置しても消泡せず、泡の
状態を保てる程度の泡沫安定性を有することが望ましい。
【００２１】
　本発明者らは、定着液中の軟化剤濃度を高めたときの起泡性及び泡沫安定性の劣化問題
を解決するため、アニオン系界面活性剤の種類や濃度を因子として多種の試作を行った。
また、非特許文献１にも記載されている「スーパーファット」と呼称される技術、つまり
固形洗浄剤（石鹸）に含有されている遊離脂肪酸に着目して試作を行った。ここで、スー
パーファットと呼称される技術について概説すると、酸化されにくい遊離脂肪酸を少量加
え、過剰油脂分を増やす方法であり、ケン化されない油脂を少量分残すことによって、例
えば保湿作用を高めるなどの効果があるとされている。上記非特許文献１には、石鹸水溶
系に極少量の脂肪酸を添加すると、起泡性能が向上する上、泡質が一層クリーミィになる
ことが知られており、スーパーファットソープと呼ばれていると記載されている。このス
ーパーファットと同様に軟化剤を有する定着液に極少量の脂肪酸を添加して泡化しようと
したが起泡性及び泡沫安定性のいずれも悪かった。
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【００２２】
　これに対して、本発明者らは、起泡剤として炭素数１２から１８の脂肪酸塩を用い、更
に炭素数１２から１８の脂肪酸を定着液中に含有することにより、軟化剤の濃度が高くな
っても、定着液の起泡性が劣化しない泡状定着液を提供できることを見出した。軟化剤を
含有した定着液において、単に水を起泡する場合に比較して、脂肪酸塩の炭素数としては
、１２から１８が起泡性に優れている。具体的には、ラウリン酸塩（炭素数１２）、ミリ
スチン酸塩（炭素数１４）、パルミチン酸塩（炭素数１６、）、ステアリン酸塩（炭素数
１８）が適する。また、ペンタデシル酸（炭素数１５）、マルガリン酸（炭素数１７）な
ども適する。
【００２３】
　ここで、脂肪酸と軟化剤との作用について説明すると、軟化剤はエステル基を化学構造
中に有しており、脂肪酸はカルボニル基を化学構造中に有している。この点から、軟化剤
のエステル基と脂肪酸のカルボニル基が定着液の系内で、電気的な作用を示し、またそれ
が分子間の結合作用を生じさせ、定着液の特性として起泡性及び泡沫安定性を向上させて
いる。
【００２４】
　また、炭素数１２から１８の範囲においても、炭素数が少ないほうが起泡性に優れてい
るが泡沫安定性が悪く、炭素数が多いほうが起泡性にあまりよくないが泡沫安定性に極め
て優れている。このため、定着液中には、単独の脂肪酸塩を含有させても良いが、炭素数
１２から１８の脂肪酸塩を混合して含有させる方がさらに優れている。混合比率としては
、ミリスチン酸塩（炭素数１４）を最も多く含み、ラウリン酸塩（炭素数１２）、ステア
リン酸塩の割合を低くすることが望ましい。より具体的な脂肪酸塩の比率としては、ラウ
リン酸塩：ミリスチン酸塩：パルミチン酸塩：ステアリン酸塩の重量比で、０：６：３：
１、１：５：３：１、１：４：４：１などが適する。
【００２５】
　ところで、定着液中に起泡剤である脂肪酸塩と同じ炭素数の脂肪酸を含有することで軟
化剤の濃度が高くなっても起泡性及び泡沫安定性を維持することができる。軟化剤の濃度
として、１０［ｗｔ％］未満では、脂肪酸を含有しなくても起泡性は問題ない。しかし、
軟化剤の濃度が１０［ｗｔ％］以上、特に軟化剤の濃度が３０［ｗｔ％］以上になると、
脂肪酸塩だけでは、ほとんど起泡しなくなり起泡性が悪くなる。このような軟化剤の濃度
が３０［ｗｔ％］となる定着液において、脂肪酸塩と同じ炭素数の脂肪酸を含有させると
、起泡性を維持できる。
【００２６】
　但し、脂肪酸の含有量が多くなりすぎると、起泡剤である脂肪酸塩の比率が下がり、起
泡性が再び悪くなる。そこで、脂肪酸塩のモル数を、脂肪酸のモル数と同じに、またはは
大きくするほうがよい。あるいは、脂肪酸と脂肪酸塩の比率を、５：５から１：９の範囲
とした場合起泡性が優れている。
【００２７】
　なお、同じ炭素数の脂肪酸と脂肪酸塩の組合せだけでなく、例えば、脂肪酸塩がミリス
チン酸アミンで、脂肪酸がステアリン酸の組合せや脂肪酸塩がパルミチン酸カリウムで脂
肪酸がステアリン酸のような炭素数が１２から１８の範囲で異なる組合せであってもよい
。要は、炭素数１２から１８の範囲の脂肪酸を定着液に含有することで、高濃度の軟化剤
を含有しても、起泡性が悪くならず、泡沫安定性に優れ、密度の極めて低い泡化を可能と
する。
【００２８】
　また、他のアニオン系界面活性剤、例えばアルキルエーテル硫酸塩（ＡＥＳ）を起泡剤
として、炭素数１２から１８の脂肪酸を含有した定着液であっても、軟化剤濃度増加によ
る起泡性が悪くなるのを防止する効果があることがわかった。但し、最も組み合わせとし
て優れているのは脂肪酸塩との組合せである。
【００２９】
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　更に、脂肪酸塩としては、脂肪酸ナトリウム、脂肪酸カリウム、脂肪酸アミンが適して
いる。更に、最も適している脂肪酸アミンは、具体的には、水を加熱し、脂肪酸を添加し
、その後トリエタノールアミンを添加して、一定時間撹拌しながら加熱してケン化反応さ
せることで作製することができる。このとき、脂肪酸とトリエタノールアミンとのモル比
を、１：０．５から１：０．９の範囲と脂肪酸比率を高くすることで、ケン化後、未反応
の脂肪酸が残留し、定着液中に脂肪酸と脂肪酸アミンを混合させることができる。同じこ
とは、ナトリウム塩やカリウム塩でも可能である。
【００３０】
　ところで、定着液中の軟化剤濃度が高くなると希釈溶媒である水に軟化剤が溶解しにく
くなる。そこで、検討した結果、多価のアルコール類、具体的にはエチレングリコール、
ジエチレングリコール、プロピレングリコール、１，３ブチレングリコール、グリセリン
などを定着液中に含有させることで、軟化剤が高濃度でも溶解し、かつ脂肪酸塩による起
泡性を劣化させず、むしろ起泡性が向上することがわかった。また、多価のアルコール類
の含有量は、１［ｗｔ％］から３０［ｗｔ％］の範囲が適当である。３０［ｗｔ％］より
多い含有量では、起泡性がむしろ劣化するため適さない。
【００３１】
　一方、一般的に０．５［ｍｍ］～１［ｍｍ］程度の大きな泡の場合、単なる撹拌等によ
り比較的容易に泡を生成可能であり、大きな泡の生成には数秒以下の時間（０．１秒もか
からない）で生成することができる。そこで、この所望の泡径よりも大きな泡であって、
目視で観察できる程度の大きさの泡の生成が容易で、かつすばやく得ることができる点に
着目した。そして、大きな泡から素早く５［μｍ］～５０［μｍ］程度の微小な泡を生成
する方法を鋭意検討した結果、大きな泡にせん断力を加えることで大きな泡を分泡すると
、上記のような液状態から微小な泡を起泡させる方法に比べ、極めて素早く所望の大きさ
の微小な泡が生成できることがわかった。
【００３２】
　そして、大きな泡を生成した後大きな泡を分泡し微小な処方の泡を生成する泡状定着液
生成手段３０における大きな泡生成部としては、図４に示すように、定着液容器３１内の
液状定着液３２を搬送ポンプ３３及び液搬送パイプ３４等の液輸送手段を用いて気体液体
混合部３５へ供給する。この気体液体混合部３５には、液の流れとともに空気口３６に負
圧が発生し、空気口３６から気体が気体液体混合部３５に導入されて液体と気体が混合す
る。更に、微小孔シート３７を通過することで、泡径の揃った大きな泡を生成させること
ができる。孔径は、３０［μｍ］～１００［μｍ］程度が望ましい。図４の微小孔シート
３７に限らず、連泡構造の多孔質部材であればよく、孔径３０［μｍ］～１００［μｍ］
程度を有する焼結セラミックス板や不織布や発泡樹脂シートであってもよい。また、別の
大きな泡の生成方法としては、上記の搬送ポンプより供給された液状定着液と空気口から
の空気を羽根状攪拌子で攪拌しながら、液に気泡を巻き込みながら大きな泡を生成させる
構成や、上記の搬送ポンプより供給された液状定着液に空気供給ポンプ等でバブリングを
行い大きな泡を生成する構成も望ましい。
【００３３】
　次に、大きな泡を分割して２つ以上に分泡化するために、大きな泡にせん断力を加える
ための、図４に示すような泡状定着液生成手段３０における微小な泡生成３８として、閉
じた二重円筒で、内側円筒３８－１が回転可能な構成とする。そして、外部円筒の一部よ
り、気体液体混合部３５から大きな泡状定着液が供給され、回転する内側円筒３８－１と
外部円筒３８－２の隙間（ここが流路となる）を通過しながら、回転円筒によりせん断力
を受ける。このせん断力により、大きな泡は微小な泡へと変化し、外側円筒３８－２に設
けられた泡の出口より、所望の微小な泡径を有する泡状定着液を得ることができる。
【００３４】
　また、回転する内側円筒３８－１の回転数と内側円筒３８－１の長手方向の長さにより
液搬送速度は決定される。外側円筒３８－２の内径をｄ１［ｍｍ］、円筒長さがＬ［ｍｍ
］とし、内側円筒３８－１の外径をｄ２［ｍｍ］とし、回転数をＲ［ｒｐｍ］とすると、
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微小な泡を生成するための液搬送速度Ｖ［ｍｍ３／秒］は、
　　Ｖ＝Ｌ×π×（ｄ１２－ｄ２２）／４／（１０００／Ｒ）
の式で決まることがわかった。
【００３５】
　例えば、ｄ１が１０［ｍｍ］、ｄ２が８［ｍｍ］、Ｌが５０［ｍｍ］、回転数が１００
０［ｒｐｍ］とすると、液搬送速度は約１４００［ｍｍ３／秒］（１．４［ｃｃ／秒］）
となる。Ａ４の紙を定着するために必要な泡状定着液が３［ｃｃ］であるとすると、液状
定着液から必要量の泡状定着液を生成するのに立上がり時間は約２秒ですみ、極めて素早
く、所望の泡径を有する泡状定着液を生成可能となる。内側円筒にらせん状の溝を設けて
、円筒内での液搬送性をよくしてもよい。
【００３６】
　このように、液状定着液を大きな泡径を有する液へと変化させる大きな泡生成部と、大
きな泡にせん断力を加えて微小な泡を生成する微小な泡生成部を組み合わせることで、液
状定着液を極めて短時間に５［μｍ］～５０［μｍ］程度の微小な泡径を有する泡状定着
液を生成させることができる。
【００３７】
　次に、定着液容器から液状定着液を泡化する機構に搬送する手段としては、図４では搬
送ポンプを用いている。搬送ポンプとしては、ギヤポンプ、ベローズポンプ等があるが、
チューブポンプが望ましい。ギヤポンプ等ごとく定着液中で振動機構や回転機構があると
、ポンプ内で液が起泡し、液に圧縮性が出て、搬送能力が低下する恐れがある。また、上
記の機構部品等が定着液を汚染したり、逆に機構部品を劣化させる恐れがある。一方、チ
ューブポンプは、チューブ内の液を、チューブを変形させながら押し出す機構であるため
、定着液と接する部材はチューブだけであり、定着液に対し耐液性を有する部材を用いる
ことで、液の汚染やポンプ系部品の劣化がない。また、チューブを変形させるだけなので
、液が起泡せず、搬送能力の低下を防止できる。なお、泡状の定着液のかさ密度としては
、０．０１［ｇ／ｃｍ３］～０．１［ｇ／ｃｍ３］程度の範囲が望ましい。更に、定着液
は、紙等の記録媒体上のトナー等の樹脂含有微粒子の層への塗布時に泡状となっていれば
よく、保存容器内で泡状である必要はない。保存容器中では気泡を含有しない液体で、容
器から液を供給する時点や、樹脂含有微粒子の層へ付与するまでの液搬送経路で泡状にす
る手段を設ける構成が望ましい。これは、保存容器では液体で、容器から液を取り出した
後に泡状とする構成のほうが、容器の小型化ができるという大きな利点を有するためであ
る。
【００３８】
　次に、本実施形態の画像形成装置に搭載された定着装置の構成について説明する。図５
は本実施形態の画像形成装置に搭載された定着装置の構成の一例を示す概略図である。同
図において、図１及び図４と同じ参照符号は同じ構成要素を示す。泡状定着液生成手段３
０は、上述したように、液体状の定着液から大きな泡を生成した後、大きな泡を分泡して
微小な泡を生成することにより、泡状定着液を生成している。この泡状定着液は、泡状定
着液供給手段３９を介して塗布ローラ４０上であって膜厚調整手段のブレード４１が作用
する部分の上流側に供給され、塗布ローラ４０上に均一に薄層化される。ブレード４１は
、泡状定着液を薄層化して最適な膜厚を形成している。ここで要求される膜厚は、塗布ロ
ーラ上に定着の際に最適値となる膜厚のことである。塗布ローラ４０上に均一に薄層化さ
れた泡状定着液は、媒体上のトナー粒子層に付与され、トナー粒子を媒体に定着させてい
る。
【００３９】
　そして、媒体１１４は、塗布ローラ４０と加圧ローラ４２によって挟み込まれて搬送さ
れており、これらの加圧力によって薄層化された泡状定着液が媒体に付与されている。ま
た、塗布ローラ４０上において、媒体１１４へ泡状定着液を付与する部分の下流位置には
クリーニング手段４３が設けられている。クリーニング手段４３は、泡状定着液付与動作
後に塗布ローラ４０上に残留した泡状定着液やオフセットしたトナーを除去するために設
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けられている。これらが正常に除去されていなければ、ブレード４１の部分で安定した泡
状定着液の薄膜形成に支障をきたすからである。
【００４０】
　図６は泡状定着液供給手段の構成を示す正面図である。また、図７は泡状定着液供給手
段の構成を示す斜視図である。両図において、図５と同じ参照符号は同じ構成要素を示す
。同図に示す泡状定着液供給手段３９は、複数個の泡状定着液搬送手段４４が媒体搬送方
向に直交する幅方向に沿って並んで構成されている。各泡状定着液搬送手段４４は、図７
に示すように、スターター及びロータを備え、モータ４５によって回動するロータが特種
なサイクロド運動を行うことで、搬送流路内の圧力が変動することなく泡状定着液を定量
で供給可能な無脈動ポンプの一例であるモーノポンプ４６を具備している。このモーノポ
ンプの具体的な構成に関しては、各種文献が出ているので、詳細はここでは割愛するが、
基本的な機能として、一定の体積のものを、その体積を維持したまま密閉状態で連続的に
搬送するという機能を持っている。このモーノポンプ４６は、それ自体が流体搬送の動力
であるので、ポンプ前後の圧力差は必要ない。すなわちポンプ前後とも大気開放圧で搬送
が可能である。そのことが流量変動を抑える決定的な要素となっている。また、圧力差が
あっても搬送流体体積を常に一定にすることができる。但し、本実施形態によれば、圧縮
性流体である泡状定着液を用いているのでポンプ前後の圧力差をなくすることが望ましい
。したがって、モーノポンプ４６では常に一定の搬送量を維持できる。このモーノポンプ
は定量供給が必要なものを搬送するときによく用いられているポンプであるが、流路内の
圧力変動がなく定量供給可能なポンプであればこれに限らない。そして、モーノポンプ４
６は、回転した分だけ、その回転量に応じた流量の搬送を行い、回転量に応じた定量の泡
状定着液が供給口４７から吐出される。すなわち、モーノポンプ４６の回転量を駆動制御
部４９によって制御することで泡状定着液流量制御を簡単に行うことができる。また、泡
状定着液の場合、圧縮性流体なので、泡状定着液生成手段３０から泡状定着液供給手段３
９までの間の流路内に生じる圧力によって泡状定着液の体積も変動する。そこで、本実施
形態の構成に関しては、モーノポンプ４６の出口は、泡状定着液塗布の位置であるのでほ
ぼ大気圧に等しく、モーノポンプ４６の上流側も大気圧に等しくする必要がある。上流側
は絶えず泡状定着液を送り込む必要があるので、その過程で圧力上昇がないようにすれば
いい。その手段は多種あるが、例えば図８に示すように泡状定着液の搬送流路の壁の一部
を、例えばフィルムなどの薄膜による可動流体隔壁４８で構成すれば、泡状定着液を送り
込む量が多少ばらついても薄膜の変位で当該ばらつきが緩和されるので、常に大気圧状態
を維持することができる。
【００４１】
　また、泡状定着液搬送手段４４により搬送量が制御された泡状定着液は、膜厚調整手段
のブレード４１により塗布ローラ４０上で所望の膜厚に調整され薄層化される。膜厚は定
着性に関して非常の重要なファクターであることは先にも述べたとおりで、これは常に一
定にする必要がある。膜厚が一定だとすれば、塗布ローラ４０上での塗布エリアの広さは
、各泡状定着液搬送手段４４からの泡状定着液の供給量に依存する。つまり、各泡状定着
液搬送手段から正確な量の泡状定着液が供給されなければ、図９の（ａ）に示すように、
泡状定着液の塗布量が不足してしまい未定着トナーが残ってしまう。また、図９の（ｂ）
のように、泡状定着量の塗布量が過剰となり、媒体搬送手段に余分な定着液が広がってし
まうことになる。媒体上の樹脂微粒子の存在する領域にのみ、正確な泡状定着液の供給量
を付与することができなくなる。そこで、無脈動定量搬送ポンプの一例であるモーノポン
プ４６である。モーノポンプ４６はロータの駆動回転数を制御することによって正確な体
積を供給することができるからである。その結果、図９の（ｃ）に示すように、トナー未
定着部分に対して正確な泡状定着液の塗布エリアを得ることができる。
【００４２】
　図１０は泡状定着液供給手段の別の構成を示す斜視図である。同図に示す泡状定着液供
給手段は、膜厚調整手段のブレードも塗布ローラ４０の軸方向に何枚かに分割して構成し
たブレード５１とし、それぞれが独自に制御できるものである。つまり、塗布エリアごと
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に膜厚を可変できるようになっている。これは、トナー付着量の多いカラー画像のエリア
と、トナー付着量の少ないモノクロ画像のエリアとで、膜厚を変えるためである。泡状定
着液は、供給量が少なすぎるとオフセットが発生し、多すぎるとタックが出てくる。当然
オフセットはあってはならないので、トナー付着量の最も多い部分に合わせて供給量すな
わち膜厚を調整することになるので、タックに関しては残課題（割り切り）となってしま
う。このような課題に対して、エリアごとに膜厚を可変できれば、あらゆるエリアに対し
て最適な膜厚を付与することができるので、タックを防止することができるだけでなく、
全体としての泡状定着液の供給量低減にも繋がる。
【００４３】
　そして、泡状定着液生成手段３０で生成された泡状定着液は、図１０に示すように、各
泡状定着液搬送手段４４に分配される。モーノポンプ４６を有する複数の泡状定着液搬送
手段４４を選択的に動作を行えるように、各泡状定着液搬送手段４４に駆動制御部４９か
らの駆動制御信号５０をそれぞれ供給する。そして、駆動制御部４９によって、泡状定着
液搬送手段４４の並んでいる方向において選択的な動作を行って正確な供給量の泡状定着
液の個別付与が可能となる。更に、選択的な動作を時間的に動作を制御してやれば、塗布
ローラ４０上に任意の塗布パターンを形成することができる。これを、トナー画像が形成
された媒体に転写することによって、媒体上に任意の塗布パターンを形成することができ
る。この塗布パターンが、トナー画像が形成された部分の全てをカバーしていれば、定着
を目的どおりに果たすことができる。
【００４４】
　図１０に示す本実施形態によれば、各泡状定着液搬送手段４４に対してそれぞれ独立に
膜厚制御を行うことが可能なブレード５１を各々に設けていることによって、上述したよ
うに塗布エリアごとに膜厚を可変できるようになる。当然ながら、このとき各泡状定着液
搬送手段４４からの供給量もそれに追従するように可変させる必要があるが、これについ
てもモーノポンプ４６を用いて実現できる。つまり、上述したように、駆動制御部４９に
よって制御することで各々のモーノポンプ４６の駆動回転数をそれぞれ可変して適正な供
給量の制御を行うことができる。
【００４５】
　次に、図１０に示す本実施形態の定着装置における泡状定着液供給動作について図１１
のフローチャートに従って概説する。
　先ず、プリンタモードにおける画像データ、あるいはコピーモードにおける画像データ
、及び画像処理に関する情報を取得する（ステップＳ１０１）。取得した画像データ及び
画像処理情報に基づいて画像処理を反映させてトナー画像パターンを生成する。生成され
たトナー画像パターンによる出力画像データに基づいた媒体上の未定着トナー部分の範囲
、未定着トナーの層厚に関する情報を取得する（ステップＳ１０２）。そして、取得した
未定着トナー部分の範囲に対応する泡状定着液搬送手段４４のモーノポンプ４６の駆動を
決定する（ステップＳ１０３）。また、上記画像データに基づいて未定着トナーの層厚に
対する適正な泡状定着液の膜厚を決定する（ステップＳ１０４）。次に、上記画像データ
に基づいて画像形成部においてトナー画像が媒体に形成される。そのトナー画像が形成さ
れた媒体が塗布ローラ４０と加圧ローラのニップ部に搬送される。そして、塗布ローラ４
０上には、決定された泡状定着液搬送手段４４のモーノポンプ４６によって泡状定着液が
付与される（ステップＳ１０５）。また、決定されたモーノポンプ４６によって塗布ロー
ラ４０上に付与された泡状定着液の膜厚は、決定されたモーノポンプ４６に対応するブレ
ード５１によって、取得した画像データに基づいて適正な膜厚に調整される。そして、付
与された適正な膜厚であって未定着トナー部分のみに対応する泡状定着液が当該未定着ト
ナー部分に塗布される。
【００４６】
　なお、図１１の動作フローではトナー画像パターンをソースにしているが、媒体の無い
ところに泡状定着液を付与しないということであるならば、トナー画像パターンの代わり
に媒体のサイズをソースとしても良い。また、塗布エリアの大きさに関しては特に限定し
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ない。６００［ｄｐｉ］といった画素密度と同等クラスであっても、紙幅対応のみのおよ
そ５０［mm］ピッチであってもよい。現実的には、媒体の幅方向は、モーノポンプが並ぶ
必要があるので、さほど細かいピッチにはできないが、媒体の搬送方向については、モー
ノポンプの応答性の限界まで細かいピッチに刻むことができる。更に、媒体上に画像が形
成されてから、定着装置に導かれるまでの媒体搬送精度を考慮した場合、画素密度と同等
クラスのピッチであることの必要性は感じられないので、代表的な値としては、５～２０
［ｍｍ］ピッチの範囲が適切である。もちろん、この範囲内に限定はしない。
【００４７】
　次に、定着液の液処方について説明する。泡状の定着液は、上述したように、軟化剤を
含有した液体中に気泡を含有した構成である。軟化剤を含有した液体は、気泡を安定に含
有し、なるべく均一な気泡の大きさからなる気泡層を構成する泡状とするため、起泡剤及
び増泡剤を有することが望ましい。また、ある程度粘度が高いほうが、気泡が安定して液
体中に分散するため、増粘剤を含有することが望ましい。
【００４８】
　また、起泡剤としては、陰イオン界面活性剤、特に、脂肪酸塩が望ましい。脂肪酸塩は
界面活性を有するため、水を含有する定着液の表面張力を下げ、定着液を発泡しやすくす
るとともに、泡表面で脂肪酸塩が層状ラメラ構造をとるため泡壁（プラトー境界）が他の
界面活性剤よりも強くなり、泡沫安定性が極めて高くなる。また、脂肪酸塩の起泡性を効
果的にするため、定着液には水を含有することが望ましい。脂肪酸としては、大気中での
長期安定性の観点から酸化に強い飽和脂肪酸が望ましい。但し、飽和脂肪酸塩を含有する
定着液に若干の不飽和脂肪酸塩を含有することで脂肪酸塩の水に対する溶解・分散性を助
け、５℃～１５℃までの低気温において、優れた起泡性を有することができ、広い環境温
度範囲において定着の安定を可能とし、また、定着液長期放置中の脂肪酸塩の定着液中分
離を防止することができる。
【００４９】
　更に、飽和脂肪酸塩に用いる脂肪酸としては、炭素数１２、１４、１６及び１８の飽和
脂肪酸、具体的にはラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸が適する。
炭素数が１１以下の飽和脂肪酸塩は臭気が大きくなり、当該定着液を用いるオフィス・家
庭で用いる画像形成機器に適さない。また、炭素数１９以上の飽和脂肪酸塩は、水に対す
る溶解性が低下し、定着液の放置安定性を著しく低下させてしまう。これらの飽和脂肪酸
による飽和脂肪酸塩を単独もしくは混合して起泡剤として用いる。
【００５０】
　また、不飽和脂肪酸塩を用いてもよく、炭素数１８で２重結合数が１から３の不飽和脂
肪酸が望ましい。具体的には、オレイン酸、リノール酸、リノレン酸が適する。２重結合
が４以上では反応性が強いため、定着液の放置安定性が劣ってしまう。これらの不飽和飽
和脂肪酸による不飽和脂肪酸塩を単独もしくは混合して起泡剤として用いる。また、上記
飽和脂肪酸塩と不飽和脂肪酸塩を混合して起泡剤として用いても構わない。
【００５１】
　更に、上記飽和脂肪酸塩又は不飽和脂肪酸塩において、当該定着液の起泡剤として用い
る場合、ナトリウム塩、カリウム塩もしくはアミン塩であることが望ましい。定着装置に
電源を投入後、素早く定着可能な状態にすることは定着装置の商品価値として重要な要素
である。定着装置において定着可能な状態とするためには、定着液が適切な泡状となって
いることが必須であるが、上記の脂肪酸塩は素早く起泡することで、電源投入後定着可能
な状態を短時間でつくることができる。特に、アミン塩とすることで、定着液にせん断力
を加えたときに最も短時間で起泡し、泡状定着液を容易に作製することが可能であり、定
着装置への電源投入後の定着可能な状態を最も短時間でつくることができる。
【００５２】
　樹脂を溶解又は膨潤することで軟化させる軟化剤は、脂肪族エステルを含む。この脂肪
族エステルは、トナー等に含まれる樹脂の少なくとも一部を溶解又は膨潤させる溶解性又
は膨潤性に優れている。



(14) JP 2012-3100 A 2012.1.5

10

20

30

40

50

【００５３】
　また、軟化剤については、人体に対する安全性の観点から、その急性経口毒性ＬＤ５０
が３［ｇ／ｋｇ］よりも大きい、更に好ましくは５［ｇ／ｋｇ］であることが好ましい。
脂肪族エステルは、化粧品原料として多用されているように、人体に対する安全性が高い
。
【００５４】
　更に、記録媒体に対するトナーの定着は、密封された環境において頻繁に使用される機
器で行われ、軟化剤はトナーの記録媒体への定着後にもトナー中に残留するため、記録媒
体に対するトナーの定着は揮発性有機化合物（ＶＯＣ）及び不快臭の発生を伴わないこと
が好ましい。すなわち、軟化剤は揮発性有機化合物（ＶＯＣ）及び不快臭の原因となる物
質を含まないことが好ましい。脂肪族エステルは、一般に汎用される有機溶剤（トルエン
、キシレン、メチルエチルケトン、酢酸エチルなど）と比較して、高い沸点及び低い揮発
性を有し、刺激臭を持たない。なお、オフィス環境等における臭気を高い精度で測定する
ことができる実用的な臭気の測定尺度として、官能測定である三点比較式臭袋法による臭
気指数（１０×ｌｏｇ（物質の臭気が感じられなくなるまでの物質の希釈倍率））を臭気
の指標とすることができる。また、軟化剤に含まれる脂肪族エステルの臭気指数は、１０
以下であることが好ましい。この場合には、通常のオフィス環境では、不快臭を感じなく
なる。更に、軟化剤のみならず、定着液に含まれる他の液剤も同様に、不快臭及び刺激臭
を有さないことが好ましい。
【００５５】
　本実施形態における定着液において、好ましくは、上記の脂肪族エステルは、飽和脂肪
族エステルを含む。上記の脂肪族エステルが、飽和脂肪族エステルを含む場合には、軟化
剤の保存安定性（酸化、加水分解などに対する耐性）を向上させることができる。また、
飽和脂肪族エステルは、人体に対する安全性が高く、多くの飽和脂肪族エステルは、トナ
ーに含まれる樹脂を１秒以内で溶解又は膨潤させることができる。更に、飽和脂肪族エス
テルは、記録媒体に提供されたトナーの粘着感を低下させることができる。これは、飽和
脂肪族エステルが、溶解又は膨潤したトナーの表面に油膜を形成するためであると考えら
れる。
【００５６】
　よって、本実施形態における定着液において、好ましくは、上記の飽和脂肪族エステル
の一般式は、　Ｒ１ＣＯＯＲ２　で表される化合物を含み、Ｒ１は、炭素数が１１以上１
４以下のアルキル基であり、Ｒ２は、炭素数が１以上６以下の直鎖型もしくは分岐型アル
キル基である。Ｒ１及びＲ２の炭素数がそれぞれ所望の範囲よりも少ないと臭気が発生し
、所望の範囲よりも多いと樹脂軟化能力が低下する。即ち、上記の飽和脂肪族エステルが
、一般式Ｒ１ＣＯＯＲ２で表される化合物を含み、Ｒ１は、炭素数が１１以上１４以下の
アルキル基であり、Ｒ２は、炭素数が１以上６以下の直鎖型もしくは分岐型のアルキル基
である場合には、トナーに含まれる樹脂に対する溶解性又は膨潤性を向上させることがで
きる。また、上記の化合物の臭気指数は、１０以下であり、上記の化合物は、不快臭及び
刺激臭を有さない。
【００５７】
　上記の化合物である脂肪族モノカルボン酸エステルとしては、例えば、ラウリン酸エチ
ル、ラウリン酸ヘキシル、トリデシル酸エチル、トリデシル酸イソプロピル、ミリスチン
酸エチル、ミリスチン酸イソプロピル等が挙げられる。上記の化合物であるこれらの脂肪
族モノカルボン酸エステルの多くは、油性溶媒に溶解するが、水には溶解しない。よって
、上記の化合物である脂肪族モノカルボン酸エステルの多くについては、水性溶媒では、
グリコール類を溶解助剤として定着液に含有し、溶解又はマイクロエマルジョンの形態と
する。
【００５８】
　また、本実施形態における定着液において、好ましくは、上記の脂肪族エステルは、脂
肪族ジカルボン酸エステルを含む。上記の脂肪族エステルが、脂肪族ジカルボン酸エステ
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ルを含む場合には、より短い時間でトナーに含まれる樹脂を溶解又は膨潤させることがで
きる。例えば、６０［ｐｐｍ］程度の高速印字では、記録媒体における未定着のトナーに
定着液を付与し、トナーが記録媒体に定着するまでの時間は、１秒以内であることが望ま
しい。上記の脂肪族エステルが、脂肪族ジカルボン酸エステルを含む場合には、記録媒体
における未定着のトナー等に定着液を付与し、トナーが記録媒体に定着するのに要する時
間を、０．１秒以内にすることが可能となる。更に、より少量の、軟化剤の添加によって
、トナーに含まれる樹脂を溶解又は膨潤させることができるため、定着液に含まれる、軟
化剤の含有量を低減することができる。
【００５９】
　よって、本発明における定着液において、好ましくは、上記の脂肪族ジカルボン酸エス
テルの一般式は、　Ｒ３（ＣＯＯＲ４）２　で表される化合物を含み、Ｒ３は、炭素数が
３以上８以下のアルキレン基であり、Ｒ４は、炭素数が３以上５以下の直鎖型又は分岐型
アルキル基である。Ｒ３及びＲ４の炭素数がそれぞれ所望の範囲よりも少ないと臭気が発
生し、所望の範囲よりも多いと樹脂軟化能力が低下する。即ち、上記の脂肪族ジカルボン
酸エステルが、一般式Ｒ３（ＣＯＯＲ４）２で表される化合物を含み、Ｒ３は、炭素数が
３以上８以下のアルキレン基であり、Ｒ４は、炭素数が３以上５以下の直鎖型又は分岐型
アルキル基である場合には、トナーに含まれる樹脂に対する溶解性又は膨潤性を向上させ
ることができる。また、上記の化合物の臭気指数は、１０以下であり、上記の化合物は、
不快臭及び刺激臭を有さない。
【００６０】
　上記の化合物である脂肪族ジカルボン酸エステルとしては、例えば、コハク酸２エチル
ヘキシル、アジピン酸ジブチル、アジピン酸ジイソブチル、アジピン酸ジイソプロピル、
アジピン酸ジイソデシル、セバシン酸ジエチル、セバシン酸ジブチル等が挙げられる。上
記の化合物であるこれらの脂肪族ジカルボン酸エステルの多くは、油性溶媒に溶解するが
、水には溶解しない。よって、水性溶媒では、グリコール類を溶解助剤として定着液に含
有し、溶解又はマイクロエマルジョンの形態とする。
【００６１】
　更に、本実施形態における定着液において、好ましくは上記の脂肪族エステルは、脂肪
族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルを含む。上記の脂肪族エステルが、脂肪族ジカルボ
ン酸ジアルコキシアルキルを含む場合には、記録媒体に対するトナーの定着性を向上させ
ることができる。
【００６２】
　本実施形態における定着液において、好ましくは、上記の脂肪族ジカルボン酸ジアルコ
キシアルキルの一般式は、　Ｒ５（ＣＯＯＲ６－Ｏ－Ｒ７）２で表される化合物を含み、
Ｒ５は、炭素数が２以上８以下のアルキレン基であり、Ｒ６は、炭素数が２以上４以下の
アルキレン基であり、Ｒ７は、炭素数が１以上４以下のアルキル基である。Ｒ５、Ｒ６及
びＲ７の炭素数がそれぞれ所望の範囲よりも少ないと臭気が発生し、所望の範囲よりも多
いと樹脂軟化能力が低下する。即ち、上記の脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルは
、一般式Ｒ５（ＣＯＯＲ６－Ｏ－Ｒ７）２で表される化合物を含み、Ｒ５は、炭素数が２
以上８以下のアルキレン基であり、Ｒ６は、炭素数が２以上４以下のアルキレン基であり
、Ｒ７は、炭素数が１以上４以下のアルキル基である場合には、トナーに含まれる樹脂に
対する溶解性又は膨潤性を向上させることができる。また、上記の化合物の臭気指数は、
１０以下であり、上記の化合物は、不快臭及び刺激臭を有さない。
【００６３】
　上記の化合物である脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルとしては、例えば、コハ
ク酸ジエトキシエチル、コハク酸ジブトキシエチル、アジピン酸ジエトキシエチル、アジ
ピン酸ジブトキシエチル、セバシン酸ジエトキシエチル等が挙げられる。これらの脂肪族
ジカルボン酸ジアルコキシアルキルを水性溶媒では、グリコール類を溶解助剤として定着
液に含有し、溶解又はマイクロエマルジョンの形態とする。また、脂肪酸エステルではな
いが、クエン酸エステルや炭酸エチレンや炭酸プロピレンも軟化もしくは膨潤剤として適
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する。
【００６４】
　なお、定着の対象となる樹脂を含有する微粒子は、トナーに限定されず、樹脂を含有す
る微粒子であれば何れでもよい。例えば、導電性部材を含有した樹脂含有微粒子でもよい
。また、記録媒体は、記録紙に限定されず、金属、樹脂、セラミックス等何れでもよい。
但し、媒体は定着液に対し浸透性を有することが望ましく、媒体基板が液浸透性を持たな
い場合は、基板上に液浸透層を有する媒体が望ましい。記録媒体の形態もシート状に限定
されず、平面及び曲面を有する立体物でもよい。例えば、紙のごとき媒体に透明樹脂微粒
子を均一に定着させ紙面を保護する（所謂、ニスコート）用途においても、本実施形態は
適用できる。
【００６５】
　上記の樹脂を含有する微粒子のうち、電子写真プロセスで用いるトナーは、本実施形態
の定着液との組合せにおいて最も定着への効果が高い。トナーは、色剤と帯電制御剤と結
着樹脂や離型剤などのような樹脂を含む。トナーに含まれる樹脂は、特に限定されないが
、好適な結着樹脂としては、ポリスチレン樹脂、スチレン－アクリル共重合体樹脂、ポリ
エステル樹脂などが挙げられ、離型剤としては、例えばカルバナウワックスやポリエチレ
ンなどのワックス成分などが挙げられる。トナーは、結着樹脂の他に、公知の着色剤、電
荷制御剤、流動性付与剤、外添剤などを含んでもよい。また、トナーは、メチル基を有す
る疎水性シリカ及び疎水性酸化チタンのような疎水性微粒子をトナーの粒子の表面に固着
させることによって、撥水性処理されていることが好ましい。媒体のうち、記録媒体は、
特に限定されず、例えば、紙、布、及び液体透過層を有するＯＨＰ用シートのようなプラ
スチックフィルムなどが挙げられる。本発明における油性とは、室温（２０［℃］）にお
ける水に対する溶解度が、０．１重量％以下である性質を意味する。
【００６６】
　また、泡状となった定着液は、好ましくは、撥水性処理されたトナーの粒子に対して、
十分な親和性を有することが望ましい。ここで、親和性とは、液体が固体に接触したとき
に、固体の表面に対する液体の拡張濡れの程度を意味する。すなわち、泡状となった定着
液は、撥水性処理されたトナーに対して十分な濡れ性を示すことが好ましい。疎水性シリ
カ及び疎水性酸化チタンのような疎水性微粒子で撥水性処理されたトナーの表面は、疎水
性シリカ及び疎水性酸化チタンの表面に存在するメチル基によって覆われており、おおよ
そ２０［ｍＮ／ｍ］程度の表面エネルギーを有する。現実には撥水性処理されたトナーの
表面の全面が疎水性微粒子によって完全に覆われてはいないため、撥水性処理されたトナ
ーの表面エネルギーは、おおよそ、２０～３０［ｍＮ／ｍ］であると推測される。よって
、撥水性トナーに対して親和性を有する（十分な濡れ性を有する）ためには、泡状となっ
た定着液の表面張力は、２０～３０［ｍＮ／ｍ］であることが好ましい。
【００６７】
　水性溶媒を用いる場合、界面活性剤を添加することで、表面張力を２０～３０［ｍＮ／
ｍ］とすることが好ましい。また、水性溶媒の場合、単価もしくは多価アルコールを含有
していることが望ましい。これらの材料は、泡状の定着液における気泡の安定性を高め、
破泡しにくくする利点を有する。例えばセタノールなどの単価アルコールや、グリセンリ
ン、プロピレングリコール、１，３ブチレングリコールなどの多価アルコールが望ましい
。また、これらの単価又は多価のアルコール類を含有することで紙等の媒体のカール防止
に効果を有する。
【００６８】
　また、定着液中に浸透性改善や紙等媒体のカール防止のために油性成分を含有してＯ／
ＷエマルジョンやＷ／Ｏエマルジョンを形成する構成も望ましく、その場合、具体的な分
散剤としては、ソルビタンモノオレエートやソルビタンモノステレートやソルビタンセス
キオレートなどのソルビタン脂肪酸エステルやショ糖ラウリン酸エステルやショ糖ステア
リン酸エステルなどのショ糖エステルなどが望ましい。なお、定着中での軟化剤を溶解も
しくはマイクロエマルジョン分散させるため方法としては、例えば、回転羽根によるホモ
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ミキサーやホモジナイザーのような機械的に攪拌する手段、及び超音波ホモジナイザーの
ような振動を与える手段が挙げられる。いずれにしても、強いせん断応力を定着液中の軟
化剤に加えることで溶解もしくはマイクロエマルジョン分散させる。
【００６９】
　また、トナーの定着装置は、本実施形態における定着液をトナーに供給した後、トナー
に含まれる樹脂の少なくとも一部を溶解又は膨潤させる部剤（軟化剤）によって溶解又は
膨潤したトナーを加圧する、一対の平滑化ローラ（ハードローラ）を有してもよい。一対
の平滑化ローラ（ハードローラ）によって、溶解又は膨潤したトナーを加圧することによ
って、溶解又は膨潤したトナーの層の表面を平滑化して、トナーに光沢を付与することが
可能となる。更に、記録媒体内へ溶解又は膨潤したトナーを押し込むことによって、記録
媒体に対するトナーの定着性を向上させることができる。
【００７０】
　次に、定着液の具体的な処方の例を以下に示す。
希釈溶媒：イオン交換水　　　　　　　　　　　　　５３ｗｔ％
軟化剤：コハク酸ジエトキシエチル(クローダ社　クローダＤＥＳ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０ｗｔ％
　　　　炭酸プロピレン　　　　　　　　　　　　　２０ｗｔ％
増粘剤：プロピレングリコール　　　　　　　　　　１０ｗｔ％
増泡剤：ヤシ脂肪酸ジエタノールアミド（１：１）型（松本油脂　マーポンＭＭ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５ｗｔ％
起泡剤：パルミチン酸アミン　　　　　　　　　　２．５ｗｔ％
　　　　ミリスチン酸アミン　　　　　　　　　　１．５ｗｔ％
　　　　ステアリン酸アミン　　　　　　　　　　０．５ｗｔ％
分散剤：ＰＯＥ（２０）ラウリルソルビタン（花王　レオドールＴＷ－Ｓ１２０Ｖ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ｗｔ％
　　　　ポリエチレングリコールモノステアレート（花王　エマノーン３１９９）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ｗｔ％
【００７１】
　以上説明したように、本実施形態によれば、図６に示すように、液状定着液に気体を混
合させて生成した泡状定着液を媒体上の樹脂微粒子層に塗布する塗布ローラ４０のローラ
面上に、泡状定着液供給手段３９によって所定の液量の泡状定着液が付与される。この泡
状定着液供給手段３９には、図８に示すようなモーノポンプ４６が用いられている。この
モーノポンプ４６は定量の液量を無脈動で移送できる無脈動ポンプの一つである。このモ
ーノポンプ４６は、搬送流路内に圧力を加えることなく所定の供給量の泡状定着液を搬送
できる。そのため、所定の供給量の泡状定着液は搬送流路内で破泡することなく供給口４
７まで搬送できる。これにより供給量が減らないため所望の膜厚に相当する所定の供給量
の泡状定着液を供給口４７から塗布ローラ４０のローラ面上に供給することができる。そ
して、所定の膜厚の泡状定着液が塗布ローラ４０を介して媒体上の樹脂微粒子層に塗布さ
れ定着される。
【００７２】
　また、本実施形態によれば、図６及び図７に示すように、モーノポンプ４６を記録媒体
の搬送方向に対して直交する方向に複数個並べて設ける。更には、各モーノポンプ４６に
対応してブレード５１をそれぞれ設ける。これにより、選択的に泡状定着液を塗布ローラ
４０上に供給できる。また、記録媒体の規格サイズ、記録媒体上の樹脂微粒子による画像
パターンに対応して泡状定着液の塗布ローラ４０上における付与位置や供給量を制御して
泡状定着液を供給する。これにより、無駄な泡状定着液をなくし、所定の供給量の泡状定
着液を塗布ローラ４０に供給できる。
【００７３】
　更に、本実施形態によれば、樹脂含有微粒子が色剤を含有したトナーで静電記録プロセ
スを行い媒体上に未定着トナー画像を形成する画像形成手段によって形成された未定着ト
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ナー像に塗布ローラ４０を介して所定の供給量の泡状定着液を供給することができる。
【符号の説明】
【００７４】
１　定着装置
３０　泡状定着液生成手段
３９　泡状定着液供給手段
４０　塗布ローラ
４１　ブレード
４２　加圧ローラ
４３　クリーニング手段
４４　泡状定着液搬送手段
４５　モータ
４６　モーノポンプ
４７　供給口
４８　可動流体隔壁
４９　駆動制御部
５０　駆動制御信号
５１　ブレード
１００　画像形成装置
１１４　記録媒体
【先行技術文献】
【特許文献】
【００７５】
【特許文献１】特許第３２９０５１３号公報
【特許文献２】特開２００８－２０３３６１号公報
【非特許文献】
【００７６】
【非特許文献１】石井淑夫著，「泡のエンジニアリング」初版，株式会社テクノシステム
，２００５年３月２５日発行，Ｐ．４８９
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